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公教育成立期における私塾への国家統制
－江蘇省無錫県をめぐって－
新　　保　　敦　　子
中国では清末に近代学校が本格的に導入され
るが，その直接の契機となったのは，二十世紀
初頭に清朝の支配を大きく揺るがした義和団事
件であった。また，科挙制度が1905年に廃止さ
れたことは，中国史上，極めて大きなターニン
グポイントとなり，科挙に代わるものとして近
代学校が続々と創設されていった1。
一方，清末においては，伝統的な教育機関で
ある私塾がかなりの規模で普及を遂げていた。
私塾の中には，小学校として再編成されるもの
があった2。それとともに，近代学校の整備が
遅れたため，伝統的な私塾が近代学校と併存し，
児童に就学機会を提供する上で不可欠な教育機
関となっていた3。
本論においては，清末から民国期に到る公教
育が成立する時期に，近代小学校と私塾との関
係はいかなるものであったのか，また，政府は
私塾に対してどのような施策を採り私的教育機
関である私塾を国家に包摂していったのかを明
らかにすることを，課題として設定する。
換言すれば，ノンフォーマルな私教育機関で
ある私塾が，国家統合の過程の中で，いかにし
て政府の教育政策に包摂され公教育の中に取り
込まれていくのか，そのプロセスを本論では考
察していくものとする。
検討の対象としては，清末から民国時期にか
けての江蘇省無錫県を取り上げる。無錫では，
知識人の活躍が顕著で近代小学校が全国に先駆
けて早い段階で設立されていること，それにも
かかわらず多数の児童が私塾で学んでいたこと，
などの理由からである。
清末から民国時期に存立した私塾については，
これまで十分に検証されてきたとは言えない。
しかしながら，現在，中国においては市場経済
化の潮流の中で私学の存在が注目されており，
民国時期における私塾の実態や，近代学校と私
塾，さらに国家と私塾との関係は，今後の研究
の進展が期待される分野である4。
1．清末における伝統的初等教育機関
科挙制度とは，隋以降に始まった高等官資格
試験である。科挙試験に合格できれば，様々な
特権を享受できた。科挙試験の下で，教育の目
的は唯一，科挙試験に合格すること，そして役
人となって財をなすことに集約されたと言えよ
う。
科挙試験への合格は極めて難しかった5。ま
たそのためには，長年にわたる四書五経の学習
が必要であった6。
科挙に合格し官僚になることができれば，戸
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籍が一般庶民とは別になり，税法上の特権が付
与された上，罪を犯した場合で＿も官職やお金に
よる腐罪が謹め‾られた7。これらの特権は，‾本
人だけでなく，家族や三一四代後の子孫にまで
及び，一人でも官僚を輩出できると，宗族（伝
統的父系親族集団）にとって多大な利益をもた
らすことになった。そのため優秀な児童を選び
教育を施し科挙試験に合格させるための努力が
宗族をあげてなされた。
近代学校が導入される以前，初学者への読み・
書きを中心とした伝統的な教育機関としては，
主に次のようなものがあった。それは，①家塾
（中流以上の家庭において塾師を招き，家の1
室を教室として現業を行うもの），②族塾（宗
族内に設けられた義塾），③義塾（義損あるい
は地方公産によって設立されたもので，資力の
無い児童は無料。義学とも呼ばれる），④門館
（塾師が自分の家に塾を設置するもの，村塾と
も言われる），等である8。
伝統的な初等教育機関は，清末から民国時期
にかけて私塾と総称され螢ことが多いので，本
論では以下，特に限定する場合を除外して，私
塾という名称を用いるものとする。
私塾は清末ゐ社会変動の中で増加しており，
こうした私塾が近代学校を生み出す基盤となっ
ていった。ちなみにアメリカの中国教育史研究
者であるローーウスキーは，一一19世紀中期のヰ国に－お
ける男性の識字率は，30－45％で，日本の江戸
時代同様に高い識字率を誇っていたとしている。
しかし，清末，経済が発展していた徴州（現
在の安御省欽県）の識字率調査によれば，男性
識字率は7％にすぎない9。
また私塾は中国国内だけでなく，華僑に奉っ
て海外にも設立された。華僑は辛亥革命を財政
的に支えたと言われているが，私塾で学んだ華
僑が革命派と手紙でやりとりをして資金援助を
育った。その意味で私塾は，中国国内と中国国
外とを結甲つけるネットワークの中継基地とな
り，辛亥革命の成功にも一定の役割を果たした
と言えよう。
一方，アヘン戦争以来，一連の戦争によって
中国は帝国主義諸国から打撃を受け，列強勢力
の中国への侵略が進んだ。特に日清戦争，義和
団事件の敗北に直面して，′伝統的な制度を廃止
し．なければ，中国の存立自体が危ぶまれるとい
う危機意識を，多くの中国人が共有するように
なった。
そのため，1905年9月になると，科挙廃止が
正式に明示された。科挙制度の廃止は，1300年
間にわたって続いてきた伝統的な人材選抜・登
用システムが終焉を迎えたことを，端的に象徴
する出来事であった。
そして，国家の制度化の手段として近代教育
の必要性が高まっていくのである。その中で
1904年には「奏定学堂章程」が発布され，近代
学制が本格的に導入されていった。奏定学堂章
程の教育体系（初等教育9年，中等教育5年，
高等教育6－7年の仝20－21年）は，当時の日
本の学校教育体系をモデルとしていた10。日露
戦争での日本の勝利から，日本に学べば中国は
強国になると考えられていたのである。つまり
明治政府が近代化の基盤を国民教育の普及に求
めた政策を清朝は踏聾しようとしたと言えよう。
ところで私塾における教育はいわば私教育で
あり，私塾への統制は，私教育への国家の介入
に他ならず，私教育の公教育への改編と考えら
れる。では，どのように私教育は公教育へと再
編成されていったのだろうか。
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まず清末には，私塾改良運動が，全国各地で
実施され，上海の紳士層を中心として，「私塾
改良会」が設立されている11。私塾改良会の主
旨は，私塾改良を通じて，立憲や地方自治の基
礎としての教育を普及させることにあった。私
塾改良会では，私塾における教授課程・方法の
改善に努めるほか，私塾学童に対する学力試験
や，塾師を訓練するための師範講習所の設立に
努力した。
また学部（中央教育行政機関）は，「改良私
塾章程」（1910年）を公布した12。同章程は中
央政府レベルでの，私塾に関する初めての体系
的規定である。「改良私塾章程」においては，
財政が困難な状況下で教育を普及させるために
私塾の改良が必要であるとされている。ただし
改良はあくまでも学童補足のためであった13。
同章程に基づき改良を経た「改良私塾」のう
ちで規模が大きく，財政基盤も確かな所は，私
立初等小学とすることも許可された。さらに改
良私塾の学生に対しては卒業試験を実施し，卒
業生は中学及び高等小学の入試を受験できると
した。こうして旧体制下に置かれていた私塾は
再編成が促進され，改良された私塾は近代小学
となることが期待された。
2．清末から民国時期にかけての無錫県にお
ける近代教育の発展
（1上＿近代小学校の設立
無錫県は江蘇省南部に位置し，運河や鉄道な
ど交通柵の要である14。また農・工業がともに
盛んであった。農業では明代以降，米作が著名
で，工業では清末以来，製糸業・紡績業・精米
業等の近代工業が発展していた15。
無錫県には，清末の光緒年間（1875－1908年）
に教育機関として県学や東林書院があった。東
林書院は明代に設置された歴史的に由緒のある
書院である16。そのほかに社学2所，義学（義
塾）9所，家塾8所も設置されていた。
社学は府・州・見学等の官学の不足を補うた
め，地方公産によって経営される学校であった
が，一般に清代になると義学に取って代わられ
ていく。義学9所の内，8所は清末の同治年間
（1862－1874年）に，1所は光緒年間に設立さ
れている。．また家塾8所の内，同治年間には4
所が開設された。同治年間を中心とする清末に
は，多くの教育機関が創設されたのである。
その背景として，江蘇省が太平天国の乱の主
戦場になったことが考えられる。社会的混乱や
荒廃が著しくなり，児童の教育機会も奪われて
いたため，乱の終結後，江蘇省では教育に対す
る需要が高まり，義塾・家塾設立の動きが活発
化していった。こうした多数の義塾・家塾が，
近代学校形成の基盤となっていったのである。
ところで無錫県の位置する江蘇省は，伝統的
に文化が発達していた。清末の激動期の中で，
開明的地域エリート層（科挙試験の合格者，新
興資本家，進歩的知識人，日本留学帰国者）が
地域に目を向けるようになった。そして地域新
聞を発行したり，地方志の編纂作業が行われ
た17。無錫においても，地域エリート層が『無
錫白話報』（1898年），民国期に入ってからは
『錫報』（1913年）＿などの地域新聞を発行してい
た18。また江蘇省におけるエリート層は中国の
現状に危機意識を持ち，教育改革を政治改革の
重要な手段と位置づけた。そして後には半官半
民の江蘇省教育会を組織し，近代教育をリード
していったのである19。
一方，日清戦争の敗北を契機として，1898年
に，戊成新政が康有為ら変法派の主張に基づい
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て始まった。変法派は，学校制度の導入を主張
した。無錫ではこうした動きに連動しながら20，
開明的エリート層の協力によって1898年に，近
代小学校である填実学堂が設立された21。
填実学堂は，楊横によって創設された。楊氏
は大平天国後，無錫に新しく勢力をふるった官
僚地主の一族であった。填実学堂は，私学とし
てスタートしたが，その後，民国時期に入って
からは県立となった。同小学校は1934年に，達
元街小学校と改称されている。
三等学堂は愈復（号は仲還，中国同盟会に参
加）ら革命派によって，1898年8月に開設され
た22。三等学堂は教授陣・教育内容ともに充実
していたことから，全国的にも近代私立小学校
の先駆けとして知られていた。
このように，多数の学校が清末時期に創設さ
れた背景としては，近代学校（特に高等小学校
以上）の卒業生は宗譜へ記入され，従来の科挙
試験合格者と同等の扱いを受けたことが考えら
れる。科挙に代わる新しい制度として近代学校
は宗族から認知されたのである。
また学校設立の動きは，無錫だけでなく，江
蘇省の他の地域23，さらに全国的にも広がって
いった。
（2）公立学校と私立学校
一一一当時の小学校には公立小学校と私立小学校と
があった。公立小学校は，地方公款の補助を受
けていたが，それだけでは不足していたため，
商工業者からの寄付で学校運営を行っていた。
また公立学校の中には，もともと地域のエリー
ト層によって自力で設立されたものが後に公立
化し，教員の給与など支給されることになった
学校も少なくない。
公立学校の教師は教員養成機関の卒業生が多
く，近代的なカリキュラムに沿った授業を実施
していた。しかし，当時の財政難から，公立小
学校の設置は都市部など一部の地域に限られて
いた。また当時，公立小学校は授業料を支払う
必要があり，概して私塾より高額だったため，
経済的に余裕のある家庭の児童が通っていた。
つまり人口の圧倒的多数を占める農民・労働者
の子女にとって公立小学校への就学は難しく，
いわば税金で中上層家庭の子女の教育を行って
いたという現実があったのである。
次に清末から民国時期にかけては，族塾が発
展して，近代族塾である私立小学校となったも
のも少なくなかった。清末には，全国各地にか
なりの数の族塾が設置されていた。族塾は従来，
宗族の秩序に適応し，また科挙に合格して一族
の栄誉を顕揚する人材養成を目的としていた。
族塾を，近代学制の枠組みに適合させようと
する試みは，すでに清末から始まっている。特
に科挙制度廃止によって，近代学制導入に拍車
が掛けられる過程で，族塾もその性格を変える
ことが余儀なくされたのである。そして科挙の
廃止によって改変された族塾や新たに創設され
た近代族塾（族立学校）におーいては，族人全般
の教育水準の向上とともに，国家の要求する国
民の形成が目指されることになった。その結果，
近代族塾である私立学校では1－－－外姓の児童や女
子の入学を認めるようになった24。
こうした一連の動きは，自分の宗族だけでは
なく，地域社会や中国全体に目を向けようとす
るものであり，新たなる公共意識の形成という
可能性を含むものであったことは，注目すべき
であろう。
例えば無錫の胡氏公学は族塾から出発してい
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る。地方名士の胡両人は，社会の変動期に教育
は必要と考えて，清末に胡氏の有力者を集め，
準備委員会を設置している。その結果胡氏義荘
を学校創設の経費に当てて，1902年に胡氏公学
（小学校）が創設された。ただし同校において
胡姓の子弟は学費免除とされ，族塾の色彩が残
された点もある。胡氏公学は1921年，中学校を
併設している25。
また華氏は，無錫の代表的地主であったが，
華子才が，1905年に果育小学を設立している26。
果育小学は，華氏の家塾（1871年に設立）から，
発展したものである。華子才は学校創設に先立
ち，教員予定者（華僑朔一後に唱歌の教師と
なる一等）を，日本の弘文学院や正則学校に留
学させたが，経費は華氏が負担した。教員研修
を含めて私立学校の経費は創設者が負担してい
たのである。教師の中には，華氏家塾の塾師も
2名いた。校舎は華氏の痢堂を使用したという。
清末に出された『無錫金匿県志』に記載され
く表1〉全県学校総数
た家塾8所の中で4所は，民国初期に私立学校
となったことが確認できる。
ちなみに，私立小学校の中には，こうした族
塾から出発した学校以外に，民族資本家によっ
て新たに設立されたものもあった27。
私立学校の教育レベルは多様で，財政的な基
盤が堅固で教育条件も整備されている認可校が
あった一方，設備が老朽化した無認可の私立小
学校も多かった。私立学校の場合，一般的に通
常経費は自弁だったが，県政府から時に応じて
補助金が支給される場合もあった。
教師については，一般的に公立学校よりも問
題があり，近代的な師範教育を受けていない教
員も少なくなかった。しかし公立小学校が少な
いため，私立小学校が公立小学校を補足する役
割を果たしたのは確かな事実である。
私立学校，特に族塾から出発した私立学校の
場合，設立当初は前身の私塾からそのまま移行
した教師もいて，独自の教育を行っていた。例
設立形態
学
校
数
学級数 学生数 教職員数 全年
経費
（元）
同
級
初
級
ノゝ日
計
高級 初級 ． 合計
男 女 合計
男 女 男 女 男 女 総
′こらフ1：
全
小一－
学
県立 7 29 28 57 1136 400 1104 471 2236 871 3107 83 20 103 38676
各区県立 20 28 91119 883 256 3600 1203 4480 1459 5939 119 53 172 46063
認可私立 23 55103158 153字 652 4545 2091 5977 2733 8710 195 76 271 84360
無認可私立 8 10 15 25 121 236 338 480 479 716 1195 28 16 44 15009
合計 63122237359 3668 1544 9587 424513172 577918951 425 165 590 184108
初
級
小
学
県立 287 452452 19905 473319905 473324638 571 135 706 156141
認可私立 24 49 49 2281 737 2281 737 3018 65 14 79 21943
無認可私立 51 65 65 2846 547 2846 547 3393 105 20 125 22183
合計 362 566566 25032 601725032 601731049 741 169 910 200267
総　　　 計 4201228039．25 3668 154434619102623820411796500001166 3341500 384375
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えばその中で古典や歴史の教育が重視される私
立学校もあった。しかしながら，奏定学童章程
が出された後は，次第にカリキュラムやテキス
トが公立と同一規準になり，政府の統制下に置
かれることになった28。これは，定期的に県視
学の視察があり，実態が，逐次教育局に報告さ
れていた影響もある刃。
県教育局の規準に従わなければ，政府の認可
が得らず補助金も支給されなかった。さらに上
級学校への進学も認められず，学生募集が不可
能になることもあった。
こうして宗族を基本とする族塾学校から発展
した私立学校は，公立小学校の不足を補い国民
統合の代理機関としての役割を果たすことにな
るのである。
3．民国時期における私塾への国家統制
辛亥革命を経て1912年に中華民国が成立し，
中央教育行政機関として教育部が置かれた。清
朝末期から民国初期においては，教育関係の法
令が制定され，近代学制の整備が図られた。し
かし小学校について言えば，中華民国建国当初
に急増した後，比較的緩やかな増加であった。
当時は軍閥間の抗争が激化しており，教育経費
は不十分なものであった。義務教育の実現には
ほど遠かったのである30。
そのため，民国初期における政府の私塾に対
する政策は，時期や地方により流動的であった
ものの，小学校の絶対数が不足している状況か
ら，総じて私塾に対してレベルの高いものは改
良の上奨励し，レベルの低いものは取り締まる
方針が採られた31。
一方，国民党の国民革命軍は，1926年に北伐
を開始した。その途上，党化教育（三民主義イ
デオロギ一による思想教育）を推進し，教育界
に対する国民党の支配を確立しようとした32。
北伐の出発点であり，国民党の根拠地であった
広州には私塾が多かったが，国民党は，私塾に
対して統制を強化し，反革命の言論があるもの
に対しては解散命令を出すとした。また北伐軍
の通過点となった安徽省では，私塾取り締まり
条例を発布し，私塾には総理遺像，党旗，国旗
を備え，必修科目として三民主義を教授するこ
とが規定された。
1927年に国民党政権が南京に誕生した後，支
配体制確立のため国民政府は，国民教育の振興
を重視し，義務教育普及に力を注いだ。そして
国民に対する三民主義教育の徹底を計り，イデ
オロギー支配を貰徹しようとした。1929年の第
二次全国教育会議では，「実施義務教育計画」
が策定され，20年間のうちには，4年制の義務
教育を全国で実現することが企図されている。
そのため，初等教育の就学率も1929年の17，1％
から6年後の1935年には30．8％へと順調に伸張
している33。
民国時期においても，私塾は全国的に広がっ
ていた。1935年度の全国私塾調査（全国の約82
％の県・市に対する調査）によれば，全国の私
塾学童総数は187万8351人，私塾総数は10万144
所，塾師総数11万933人である34。また江蘇，
四川，安徴，＿広東，湖北などの各地に私塾で学
ぶ児童が多数いた。また私塾の中で改良私塾は，
私塾総数の35．0％を占めていた。全国的に見て
私塾数，塾師数，児童数ともにかなりの数に上っ
ており，私塾は民衆の基礎的識字能力を養成す
る機関として，見過ごすことができない存在で
あったことが明らかである。
しかし国家統合を目指した国民党政権にとっ
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て，私塾をどのように統制下に置くかは，大き
な課題であった。それまで人々は，宗族の一員
であったが，こうした民衆を国家の一員である
国民に変えていけるかどうかは，国民国家形成
に向けての大切な鍵であった。そのため国民党
政権は，私塾に対しては「改良」による統制強
化の姿勢を明確に打ち出した。これは三民主義
イデオロギーの徹底化と国民の統合，という意
図に裏打ちされていたと言えよう。
当時の情勢をみるならば，国民党は共産党と
の内戦を戦っており，特に1932年の満州事変の
後は，日本軍部が中国東北部を侵略していた。
国民党は，義務教育の普及や私塾の改良によっ
て国民の統合を図ろうとしたのである。
国民党政権の私塾に対する統制を検討する際
に，江蘇省の動向は注目に値しよう。江蘇省に
おいては民国時期に入っても，小学校の普及が
緩慢であった一方，私塾が発達していた。もと
もと江蘇省は宋代から私塾が存立してきた伝統
を有し，清末段階で多くの族塾，私塾を抱えて
いた35。民国時期にも私塾が多数存在したのは
当然のなりゆきであった。
ちなみに1935年度の全国の私塾統計によれば，
江蘇省の私塾児童数は43万6647人，私塾数は2
万4259所に達しており，ともに全国第1位であっ
た36。同年度の江蘇省における小学校就学児童
数が＿97万3304人，＿小学校数が1万223所である
こ、とを鑑みるならば，私塾学童数はかなりの規
模と考えられる37。江蘇省では学齢児童が多い
にもかかわらず，初等教育予算は不十分で，小
学校数も少なく，膨大な学齢児童を受け入れる
体制ができていなかったのである38。しかしそ
の一方で私塾数が多かったと言える。
こうした江蘇省において，私塾をいかに学校
教育に統合するかば大きな課題であった。その
ため，国民党政権の膝元である江蘇省教育庁は，
私塾を学校教育に統合することを意図して，
1930年に「江蘇省管理私塾暫行規程」を出し
た39。同規程によれば，第1に，私塾の設置は，
公立及び私立小学校から1キロ以上離れている
場合，もしくは付近の小学の定足数が50人を超
えている場合のみ認められるとされた。学校と
競合する私塾に対しては，一貫して厳しく取り
締まる方針が採られたのである。
第2に，私塾のカリキュラムは初等小学校に
準じ，党義，国語，算数，常識，体育が必修と
され，音楽，美術，工作などが随意科目とされ
た。1週間の時間数は党義1時間，国語12時間，
算術6時間，常識12時間，体育2時間と規定さ
れた。正式の教材も教育部検定教科書に限ると
規定された。
三民主義イデオロギーに関する教育である党
義を盛り込んでいる点，私塾の備品として党・
国旗，総理遺像が掲げられている点も注目に値
しよう。
第3に，塾師は各県教育局に登録し，検定試
験を受けなければならないことになった。
江蘇省では，その後も塾師の統制に関する様々
な施策が出されている。
こうした江蘇省の動きを受けて国民党政権の
教育部は「改良私塾弁法」（1937年）を出し，
私塾でのカリキュラムは小学校に準じ，国語，
常識，算術，体育を基本課程とし，全体の6割
を原則とすると規定した40。また残りの4割の
補充課程は，地方の必要性に応じて，塾師が個
人で定めることとされた。
さらに私塾での教科書は教育部の検定のもの
を用いること，私塾では公民訓練を行い，その
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実施にあたっては，教育部の「小学公民訓練標
準」に準拠すべきであること，塾師訓練班にお
いては国語，算術，常識のほか，公民訓練を重
視すべきことが規定されている。
このように国民政府は，私塾を利用して初等
教育の普及を図りつつ，私塾を国民党の体制内
に取り込もうとしたのである。
また江蘇省では全国に先駆けて私塾の設置，
カリキュラム，また塾師の登録・検定などの方
式に踏み込んで規定し，これが，全国における
私塾統制のモデルとなっていったと言えよう。
4．無錫県における私塾
（1）概況
無錫における私塾は，1907年に676所，＿7300
人であり，さらに1909年には866所，9400人に
上っている41。その後，無錫県では民国時期に入
り，新学制導入が積極的に進められたが，民国
時期以降も多数の私塾が存在し，1936年の調査
によれば，私塾総数507所，私塾学童数9181人
であった42。
ちなみに1934年度の統計によれば小学校数は
437校，小学校就学児童数は4万5876人であっ
た43。小学校と比較すると，私塾は数の上では
多かった。ただし私塾学童数は，小学就学児童
数と比較すると1対5で，それほど多くはない。
近代小学校の普及が順調であった無錫県におい－
ては，私塾の展開は限定されたものであった。
また無錫県の学齢児童総数は，1931年度の統
計によれば16万2696人であった。小学校及び私
塾に学ぶ児童を合計した，実質的に初等教育を
受けていた児童数は約5万人であり，学齢児童
総数の約3割程度であったと考えられる。
ところで伝統的な私塾は，近代小学よりも一
般民衆から信頼が置かれ，相当の社会的影響力
を保っていた44。労働者の中で私塾で学んだ者
も少なくなかった45。ただし塾師の教える内容
は旧態依然であり，児童に体罰を与える者も少
なくなかった。甚だしい場合にはいかがわしい
宗教に導こうとする者もいたという46。
こうした塾師に対して，1920年代になると，
警察権力による取り締まりが実施された47。し
かし1930年代に入ると江蘇省教育庁は「管理私
塾暫行規程」を公布しており，こうした江蘇省
の動きと連動しながら，無錫でも県教育局が
「無錫県設立私塾暫行規程」を出し私塾の改良・
統制を行った嶋。
教育内容は，清末の私塾では，初めに三字経，
百家姓，千字文が教授され，段階を追って四書
五経が教授されるのが一般的であった49。民国
時期になると三字経，日用雑事，四書五経とと
もに，近代学校で使用される国語教科書，常識
教科書なども使用され，私塾ごとにかなりバラ
バラであった50。近代学校のテキストが使用さ
れていたことは，注目される51。
このように近代学校のカリキュラムに沿った
教育内容となった理由として，第1に国民政府
の下での私塾に対する統制，第2に近代学校出
身の塾師の増加，第3に近代教科書が白話文で
読みやすかったこと等がある52。私塾は私的な
教育機関であったが「政府一による管理が強ま－る
中で，次第に公教育に取り込まれていったので
ある。
また私塾は，一般に教室が狭く薄暗く，通気
も良くなかった。設備は粗末で黒板さえ無かっ
た所が多かった。近代小学に比べると条件は劣
悪であったと言えよう。
私塾の授業料は塾師の水準や児童の年齢，教
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授される内容などによって異なっていたが，無
錫県の第4学区の私塾において，授業料は年平
均で4元程度であった。当時公立小学校でも年
3－6元の授業料を徴収し，その他に制服の購
入も必要な学校もあり，一般的に私塾より割高
であった。現金収入の少ない農民にとって小学
校の費用は負担が大きく，労働者・農民の子女
が私塾に通う一回になったと言われている。
私塾の分布を見ると，鏡から離れた周縁部分
の，小学校の建設されていない村落に設置され
ているケースが多い53。教育の空自地域を埋め
る形で，私塾は存在していたのである。私塾が
多数存立していた要因として，もともと少ない
小学校の分布が，江蘇省の場合，都市部である
県城や鏡に偏在していたことも指摘できよう。
こうして，私塾は近代小学校の補足としての役
割を果たすことになったのである。
（2）塾師
塾師の年齢について見ると，中心小学区（県
城）の塾師37名に対する調査によれば，平均年
齢は41．1歳である。20代，30代という若い塾師
もおり，中等教育機関を中心とする近代学校の
卒業生が就職難のため私塾を経営することも少
なくなかったと考えられる54。
塾師の収入は主に児童の授業料（年平均4元）
基づいていた55。塾師の収入は，塾生数が多い
塾師は別として，一般的に公私立小学校の教員
よりも低く，生活は苦しかったと想像される。
塾師の中には，近代教育を受けた経験がない
者や，近代教育を受けてもレベルが低い者がい
た。そのため彼らへの訓練は，私塾改良の重要
な構成部分であった。無錫県では塾師訓練班が，
1934年1月（第1次），1935年4月（第2次），
1937年2月（第3次）に，それぞれ約2週間に
わたって実施されている56。
1934年の第1次訓練姓には39人が参加した。
訓練内容としては，基本課程（党義，国語，算
術，常識），補導課程（体育・音楽・美術・農
業・商業・労働），教育課程（私塾設立法，教
育原理概要）等があった。党義が盛り込まれて
いる点に，政府が私的な教育機関である私塾を
統制しようとした意図が伺えよう。
訓練終了時には試験（国語，算術，常識，私
塾設立法等）が実施され，平均60点以上を合格
とし合格者には証書を出した。成績良好な塾師
は，その私塾に補助金を支給し模範私塾の名称
を与え，あるいは簡易小学，短期小学として改
編されることになった。
1935年の第2次訓練法は，273人の塾師が受
講している57。また1937年2月に開かれた塾師
訓練班は，69名が参加している58。第3次訓練
姓では，食費は折半で制服も支給されたが，定
員100名の応募者を集めるのは，容易ではなかっ
たようである。参加者は，18歳から45歳という
条件のため，20代－30代が中心であった。ちな
みに女性の参加者は69名中，1名のみであり，
女性の塾師が少なかったことを物語っている。
訓練内容としては，公民，国語，算術，教育
原理，私塾概要，軍事訓練，生活指導，社会，
自然，体育，音楽，労作，参観報告があった。
公民の他に，軍事訓練が行われていた点は，日
中戦争直前の時代状況があってのことであろう。
この研修では，まず軍服が支給されており，記
念撮影を行っている。国民党政権の下で日中戦
争を直前に控えて，政府が私塾をいかに統制し
ようとしたのかが伺われる写真である。
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く写真〉無錫県教育局塾師訓練班関学式典
訓練の終了に当たっては試験が行われた（表
2参照）。表2は終了試験の総合成績の上位5
名と下位5名を抜粋して掲載したものである。
概して教育原理，自然，音楽など師範学校で教
授される科目の点数が低く，受講生の中に師範
学校で教育や研修を受けた者が少ないことが予
測される。合格者は参加者の3分の2程度にと
どまっていた。
く表2〉塾師訓練班修了試験結果（点数）
また，軍服の着用に示されるように，塾師の
訓練によって，私教育である私塾を，公教育の
支配下に置こうとしたことが見てとれる。国家
による私教育の公教育への包摂が，日中戦争の
危機に直面した時代状況の中で展開されている
ことに注目したい。
その後の無錫の私塾の軌跡をたどると，日中
戦争期間中，無錫が日本軍の占領下に置かれ，
多くの学校が破壊され統廃合される中で，私塾
は児童の重要な教育機関としての役割を果たす
ことになった。
1945年の日中戦争勝利の後，国民政府の統治
下で多くの小学校が設立されたたが，学齢児童
の多さに対応できるものではなかった。そのた
め，1948年に無錫市区（県城）内では，公・私
立小学校の就学率が低かった一方，「1000人以
上の児童が数十の私塾で百家姓，千字文を学ん
教科
姓名 （年齢）
公 国 算
教
育
原
私
塾
概
’軍
事
教
生
活
指 社 自 体 立I∃ 労
参
観
報 順
総
ノゝ口
成
民 語 術 理 要 練 導 会 然 育 楽 働 出口 位 績
許青蓮 （31） 82 77 85 96 98 92 96 81 92 94 97 95 93 1 91
帝展羽 （31） 84 82 84 74 98 81 90 93 95 88 90 90 95 2 88
孫浩澄 （18） 80 76 90 85 85 63 95 90 90 94 84 90 64 3 84
斎泉根 （23） 69 71 墾 軍＿＿華 ＿＿軍＿ 準＿一旦 ＿ 坦 109 9寧 9＿p＿＿82 4 鍵＿
蟹伯業 （32） 72 68 88 76 90 77 75 83 94 100 95 90 74 5 83
溶国士 （23） 85 44 32 20 60 60 20 20 30 46 20 60 60 65 43
銭善行 （26） 77 45 22 23 70 60 40 20 13 30 60 40 60 66 43
費伯衡 （29） 85 48 35 10 50 60 25 25 8 64 45 30 60 67 42
安澄裏 （42） 80 50 13 15 55 60 30 36 30 36 20 35 64 68 40
王浩旭 （39） 74 54 17 10 60 60 10 23 24 12 50 20 58 69 36
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でいた」という59。こうして私塾は，1949年の
中華人民共和国建国時まで存続していったので
ある。
しかし共産党政権は，教育機関の一元的支配
を目指し私的な教育機関を抑圧した。無錫市で
は，1953年に塾師会議を開催したところ，60人
以上が参加し，1955年に私塾は19所，生徒は91
4名いた。しかし政府は私塾の解散のため，塾
師に対して幾度も説得を繰り返した。そのため
1958年になると，小学教育の普及が進んだこと
もあり，私塾はついに自然消滅したという60。
清末から民国時期を経て中華人民共和国建国
後に至るまで長期にわたって大衆の生活に根ざ
した教育機関として存在してきた私塾は，ここ
に歴史的な幕を閉じることになったのである。
まとめ
アヘン戦争以降，一連の帝国主義諸国の侵略
に中国は喘いでいた。植民地化を防ぐためには，
中国という国家の制度化，そのために近代教育
が何よりも必要であるということが，支配者層
によって認識されることになる。その結果，科
挙制度が廃止され，近代学校制度の導入が図ら
れた。
こうした危機意識を共有した開明的地方エリー
ト層，新興資本家，進歩的知識人が，清末から
民国初期にかけての時期，自力で近代学校貴創
設し始めた。また伝統的な中国の人間関係は宗
族を規範としていた。しかしこの時期，エリー
ト層が地域社会に目を向け，宗族を超えて，学
校教育を通じて近代中国を担いうる人材を穫極
的に養成しようとした。
中国の人間関係においは，自分一家族一宗族
の原理が優先され，それ以外は自分に関係のな
い他者として無関心であることは，しばしば指
摘されていることである61。しかし民国時期の
エリート層の動きは，宗族を超える新たなる公
共圏形成の可能性を示していたと考えることが
できる62。
こうして清末から民国に到る時期は，軍閥が
割拠し混沌とした中で，公立小学校，私立小学
校，私塾など多様な教育機関が設立され，多彩
な教育活動が展開されることになった。
しかしながら，満州事変の勃発という時代状
況の下で，国家統合が急務となった。そして公
共圏の構築よりも，むしろ，国家統合が緊急に
求められることになった。
つまり日中戦争を契機として，国家統合を統
合し国民を形成するための教育が急務となり，
この過程において，私教育である私塾が，公教
育に包摂されていくのである。そしてそれは公
立小学一私立小学一私塾という序列化を伴うも
のであった。
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